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資　料

１．緒言
　2000（平成12）年に介護保険法が施行され20年が
経過しようとしている．その間に介護給付費は増え
続け「平成28年度　介護保険事業状況報告（年報）」1）

によると，2016（平成28）年度の利用者負担額を除
いた介護給付費は対前年度1,314億円増，率にして
1.4% 増の9兆9,290億円と過去最高額となっている．
その要因の１つとなっている高齢化の状況は「平成
30年度高齢社会白書（概要版）」2）によると，2017（平
成29）年10月1日現在，65歳以上人口は3,515万人と
なっており，総人口に占める65歳以上人口の割合（高
齢化率）は27.7% にのぼっている．一方，これらを
支える国庫負担（介護給付費の約20〜25%を占めて
いる）を含めた社会保障関係費は，2018（平成30）
年度一般会計予算（97兆7,128億円）のうち32兆9,732
億円にのぼっており，一般会計予算の実に33.7% を
占めるまでになっている†1）．このような状況の中
で，限られた資源（介護給付費）をいかに効率的に，
しかも公平に必要な利用者へ配分するかを検討する

ことは，介護保険制度の持続可能性を考慮するうえ
では必要である．
　そこで，本論では齋藤3），坂本4,5）が用いた医療費
集中度曲線の手法を援用して，介護保険制度におけ
る受益（介護給付費）と負担（保険料），受給対象
者（40歳以上の要介護・要支援者）と加入者（40歳
以上の医療保険加入者・65歳以上の高齢者）のデー
タをもとに公平性の基準を再定義したうえで，公平
性分析を行う．ところで，これらの研究のもとと
なっているのは，Wagstaff et al.6），Mooney et al．7）

Le Grand8），Culyer et al.9），北浦10）によって試みら
れてきた実証研究である．Wagstaff は，公平性の
概念を「同じサービスを必要とする人々（persons 
in equal need for medical care）が，貧富，老若，
肌の黒白などに関係なく全て等しい治療を受けるこ
とが出来る」と定義しており，これを本論の対象と
なる介護保険制度に置き換えると，「同じサービス
を必要とする人々（persons in equal need for long-
term care）が，貧富，老若，肌の黒白などに関係
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要　　　約

　本稿の目的は，介護給付費集中度曲線とジニ係数を使って，介護保険制度における公平性分析を行
うことである．そのためには，評価基準を明確にするため，受益指標と負担指標に分け，結果の公平
性と機会の公平性のそれぞれの観点から分析した．その結果，受益指標をもとにした結果の公平性に
ついては，負担指標をもとにした機会の公平性に比べ45度線からの乖離は大きい．もともと介護保険
制度は要支援・要介護者の認定結果に基づき介護サービスが提供されていることを考慮すると，要支
援・要介護認定ごとに格差が生じることは当然であるといえる．一方，負担指標をもとにした機会の
公平性については，受益指標をもとにした結果の公平性に比べ45度線からの乖離は小さく，ジニ係数
が極めてゼロに近いことを示すように，介護保険料の金額設定が納付の必要な金額を各被保険者数で
頭割して決定されており，そのことが値にも影響していることが推察される．以上のように結論づけ
たが，本稿のモデルでは各所得階層の要因は各データの中に平準化された状態となったことは今後の
課題とした．但し，ジニ係数の分析によって受益指標並びに負担指標とも徐々にではあるが不公平度
が進んでいることは明確になった．
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なく全て等しい介護を受けることが出来る」になる．
　しかし，ここで問題となるのは，Mooney et al.7）

や Culyer et al.9）が指摘するように，公平の基準
を「利用量（utilization of long-term care）」に設
定するか，あるいは，「利用機会（opportunity of 
access to long-term care）」に設定するのかにより
結果が異なってくるという点である4,5）．一方，介護
保険制度においては，受益（介護給付費）側の公正
性の観点から分析するのか，負担（保険料）側の観
点から分析するかによっても異なってくる．

２．方法
　本論では，まず，介護保険制度における「結果と
機会」の公平性の視点，「受益と負担」の公平性の
視点から再整理し，分析対象を明確にする．次に，
分析で用いる理論モデル「介護給付費集中度曲線」
と「ジニ係数」を明示する．
２．１　結果と機会による公平性の視点
　本論における「結果の公平性」とは，介護サービ
スを必要とする者に対しては同額の介護給付費が費
やされることが公平であるということを意味してい
る．したがって，ここで言う「介護サービスを必要
とする者」とは，制度上要介護・要支援認定を受け
介護サービスを受給している40歳以上の者（＝介護
認定者）を指す．一方，「機会の公平性」とは，介
護サービスを必要とする者に対しては利用機会が均
等に与えられることが公平であるということを意味
している．したがって，ここで言う「介護サービス
を必要とする者」とは，要介護・要支援認定を受け，
認定されれば介護保険制度に基づく介護サービスが
受けられる者40歳以上の者（＝加入者）を指す．
２．２　受益側と負担側による公平性の視点
　本論における「受益」とは，文字通り介護サービ
スそのものを意味している．したがって，その対象
となるのは，要支援1から要介護5の認定を受けた者
が実際に介護サービスを受給した量（＝介護給付費）
を指す．一方，「負担」とは，保険方式においては，「自
助（自己負担）」，「共助（保険料）」，「公助（税金）」
とあるが，ここでは「共助（保険料）」に焦点をあ
て公平性を検討する．したがって，その対象となる
のは40歳以上65歳未満の介護保険第2号被保険者が
加入する各医療保険者（協会管掌健康保険，組合管
掌健康保険，国民健康保険）が介護保険制度に拠出
する介護納付金と介護保険第1号被保険者が負担す
る保険料収納額（普通徴収と特別徴収の合計金額）
を指す．ここで問題になるのは，公平性の視点を事
前（負担時）に置くのか，事後（受益時）に置くの
かでその公平の基準は異なると言うことである．す

なわち，事前（負担時）に視点を置いた場合，所得
に応じた保険料を負担することが公平であるのか，
全ての者が同額の保険料を負担するのが公平である
のかといった意味である．一方，事後（受益時）に
視点を置いた場合，介護の必要度に応じた介護給付
費を受給することが公平であるのか，全ての者が介
護の必要度に関係なく同額の介護給付費を受給する
のが公平であるのかといった意味である．以上のよ
うに，「受益」と「負担」のそれぞれの立場により，
その公平の基準は異なる．
２．３　本論における公平性の再定義
　前述の2.1，並びに2.2で整理した受益者と負担者
の特徴をもとに，「結果の公平性」と「機会の公平性」
を再定義すると，以下表1のようになる．すなわち，
結果の公平を基準にした受益指標とは，全ての受給
対象者が同じ額だけの介護給付費を受給できたかど
うかを評価することであり，具体的には，「受給対
象者当たり介護給付費」を分析することになる．次
に，左下の機会の公平を基準にした受益指標とは，
全ての利用可能者（被保険者）が同じ額だけの介護
給付費を受給できるかどうかを評価することであ
り，具体的には，「加入者当たり介護給付費」を分
析することになる．そして，右上の結果の公平を基
準にした負担指標とは，各医療保険の保険者が拠出
する介護納付金が受給対象者に同じ額だけ割り当て
られたかどうかを評価することであり，具体的には，
「受給対象者当たり介護納付金」を分析することに
なる．最後に，右下の機会の公平を基準にした負担
指標とは，各医療保険の保険者が拠出する介護納付
金と介護保険第1号被保険者が負担する保険料収納
額（普通徴収と特別徴収の合計金額）が全ての利用
可能者に同じ額だけ割り当てられるかどうかを評価
することであり，具体的には，「加入者当たり介護
納付金」を分析することになる．
２．４　理論モデル（介護給付費集中度曲線）
　ここでは，前述の受益者側（介護認定者）と負担
者側（加入者）それぞれの公平性を計測するため，
医療費集中度曲線とジニ係数の手法を援用3,11）する．
これらの手法は，前者は受益（または負担）の階層
別分配状況を視覚的に把握12）すること，後者は「公
平性」を数量的に表すことが可能であり，厚生労働
省の所得再分配調査13）に代表されるように公平性を
測る指標として用いられている．
　ところで，介護給付費集中度曲線で使用するデー
タは，表1をもとに述べると以下の通りとなる．す
なわち，左上の場合，x 軸は要介護・要支援者認定
者数であり y 軸は介護給付費総額を採用する．い
ずれも，受給対象者（要介護認定者）別にその受給
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割合に応じ低い方から昇順に並べている．一方，表
1の右下の場合，x 軸は加入者数であり y 軸は介護
納付金総額を採用する．いずれも，加入者別にその
負担割合に応じ低い方から昇順に並べている．その
結果，介護給付費集中度曲線は図1で示された曲線
OB となり，一般には下方に凸である．しかし，介
護の受益や負担が完全に「公平」である場合，介護
給付費集中度曲線は原点から45°線の直線 OB とな
る．一方，1個人に残り全員の介護受益や負担をさ
せるという完全に不平等な場合は，介護給付費集中
度曲線は折れ線 OAB となる．したがって，介護給
付費集中度曲線が45°線から離れるほど不平等な状
態となる．このように，介護給付費集中度曲線は受
益（または負担）の階層別分配状況を視覚的に把握
するのに有効な手法である．
　しかし，介護給付費集中度曲線の手法においては，
複数の介護給付費集中度曲線が重なった場合，また，

図1の OAB の大きさの区別が付きにくい場合「公
平性」を比較することが不可能な場合もあるという
欠点がある．そこで，ジニ係数を用いることにより，
数量的に「公平性」を測定することが可能となる．
すなわち，ジニ係数は，その値が小さくなればなる
ほど（ゼロに近づくほど）社会全体として介護給付
もしくは負担の分布は平等であると言える．但し，
表3で指摘するように，たとえ同じジニ係数の値で
あったとしても各階層間の偏りまでは表すことはで
きないことに留意する必要がある．

３．結果
　本章では，2.4の理論モデルをもとに，前章の介
護給付費集中度曲線とジニ係数を用いて，表1の介
護保険制度における受益者と負担者の特徴で示した
左上と右下の基準（グレーの塗り潰し部分）をもと
に2009（平成21）年，2012（平成24）年，2015（平
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出所：高山11)図1を抜粋

図１　介護給付費集中度曲線
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成27）年の公平性を測定した．そもそも，分析にお
いてグレーの塗り潰し部分に限定した理由は，現状
として介護保険制度は要介護・要支援認定を受けた
被保険者に対して介護給付が行われていると共に，
その負担は40歳以上の医療保険加入者と65歳以上の
高齢者がその原資を支えているためである．した
がって，例えば表1の左下の基準のように「加入者
当たり介護給付費」を分析しようとしても，加入者
は協会管掌健康保険，組合管掌健康保険，国民健康
保険の第2号被保険者に加え，65歳以上の第1号被保
険者の4区分であるのに対し，介護給付費は要介護・
要支援者の7区分となり，1対1対応になっておらず，
分析が不可能である．また，表1の右上の基準「受

給対象者（介護認定者）当たり介護納付金」も受給
対象者（介護認定者）は要介護・要支援者の7区分
であるのに対し，介護納付金は協会管掌健康保険，
組合管掌健康保険，国民健康保険の第2号被保険者
に加え，65歳以上の第1号被保険者の4区分となり，
同じように1対1対応になっておらず，分析が不可能
である．一方，分析年を前述の通り2009（平成21）
年から直近の3年ごとに限定した理由は，保険料額
の改正が原則3年に1度行われているからである．
３．１　�受益指標をもとにした結果の公平性分析（表

1の左上の基準）
　2.4の理論モデルを基準として受益指標の結果の
公平性を分析し経年で整理すると，図2の通りとな

図２　受益指標の介護給付費集中度曲線（結果の公平性分析）
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出所：要介護・要認定者数については，厚生労働省14-16)の各年「第4表　要介護（要支援）認

定者数」総数より作成

　　　介護給付費については，厚生労働省14-16)の各年「第8-1表　保険給付　介護給付・予介

防給付　−総数（件数，単位数，費用額，給付費）−」エ　給付費より作成
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る．各点は，要支援1，要支援2，要介護1〜5の値と
なっている．また，各点の◆が2009（平成21）年，
▲が2012（平成24）年，●が2015（平成27）年である．
これを見ると，介護給付費集中度曲線は45度線から
乖離し下方に凸の曲線を示していることが分かる．
3．2　�負担指標をもとにした機会の公平性分析（表

1の右下の基準）
　2.4の理論モデルを基準として負担指標の機会の
公平性を分析し経年で整理すると，図3の通りとな

る．各点は国民健康保険，組合管掌健康保険，協会
管掌健康保険の各40歳以上の被保険者と介護保険第
1号被保険者の値となっている．また，各点の◆が
2009（平成21）年，▲が2012（平成24）年，●が
2015（平成27）年である．これを見ると，介護給付
費集中度曲線は45度線から乖離し下方に凸の曲線を
示しているが，その乖離は図2に比べ小さいことが
分かる．

図３　負担指標の介護給付費集中度曲線（機会の公平性分析）
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出所：第1号被保険者の加入者数については，厚生労働省14-16)の各年「第2表　第1号被保険者

数」65歳以上70歳未満，75歳以上の前年度末現在†2）合計より作成

　　　第1号被保険者の介護納付金については，厚生労働省14-16)の各年「第14表　保険料収納

額」特別徴収，普通徴収の収納額累計の計より作成

　　　第2号被保険者（協会管掌健康保険，組合管掌健康保険，国民健康保険の加入者数）の

加入者数については，厚生労働省17)の各年「2.第2号被保険者の推移」より作成

　　　第2号被保険者（協会管掌健康保険，組合管掌健康保険，国民健康保険）の介護納付金

については，厚生労働省17)の各年「1.介護給付費納付金収納額の推移」より作成
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３．３　両指標をもとにしたジニ係数
　受益指標と負担指標をもとにした各年のジニ係数
を算出すると，表2の通りとなる．それによると，
受益指標をもとにした結果の公平性分析（図2）の
ジニ係数は0.343〜0.372の値を示している．このこ
とから，公平性に関しては負担の指標をもとにした
機会の公平性に比べその不公平性は大きく，徐々に
値が大きくなっていることが分かる．一方，負担指
標をもとにした機会の公平性分析（図3）のジニ係
数は0.008〜0.017の値を示している．このことから，
公平性に関しては受益指標をもとにした結果の公平
性に比べその不公平性は小さく，その係数は極めて
0に近いことが分かる．

４．考察
　本研究では，過去に分析した医療費集中度曲線と
ジニ係数の手法を用いて，介護保険制度における受
益者と負担者の公平性分析を行った．前章の結果か
ら考えられることは，以下の通りである．
　まず，受益指標をもとにした結果の公平性につい
ては，もともと介護保険制度は要支援・要介護者の
認定結果に基づき介護サービスが提供されているこ
とを考慮すると，要支援・要介護認定ごとに格差が
生じることは当然であるといえる．一方，負担指標
をもとにした機会の公平性については，ジニ係数が
極めてゼロに近いことを示すように，介護保険料の
金額設定が納付の必要な金額†3）を各被保険者数で
頭割して決定されており，そのことが値にも影響し
ていることが推察される．
　ところが，厚生労働省18）によると，介護費用（介
護保険の総費用）は年々増加し続けており，制度開
始時の2000（平成12）年度に3.6兆円であったものが，
介護認定の大幅な改正がなされた2005（平成17）年
度には6.4兆円と2倍弱となっている．その後，改正
の影響により横ばいが2008（平成20）年度までの4

年程度続いたもののその後増え続け，2017（平成
29）年度には10.8兆円（介護給付費で9.9兆円）にの
ぼるとみられている．それに伴い，保険料も増え続
け，第6期の事業運営期間であった2015（平成27）
年度〜2017（平成29）年度は，全国平均で月額5,514
円となり，当初より約2,500円の増額となっている．
今後も増え続けることが予想され，2025年度には月
額8,165円になる事が予測されている．このような
状況の中で，本論では限られた保険料をなるべく公
平に負担しているか，なるべく介護サービスとして
公平に配分しているかを示す指標の作成を試みたと
ころである．ところが，データの制約上，負担指標
の対象者となる単位を，各医療保険の被保険者（40
歳〜64歳）と介護保険制度の第1号被保険者（65歳
以上の場合）にせざるをえなかった．したがって，
各所得階層の要因は各データの中に平準化された状
態となってしまったことは今後の課題となる．但し，
ジニ係数の分析によって受益指標は徐々にではある
が不公平度が進んでいることは明確になった．あわ
せて，介護給付費集中度曲線の分析データを詳細に
観察し，受益指標と負担指標の各分析対象のシェア
率を表3に整理した．それによると，受益指標では
要介護1以下（縦の二重線よりも左列）の受給対象
者は，何れも結果の公平性基準をもとに考えると，
対象者比率以下の介護給付しか受給しておらず，一
方，要介護2以上（縦の二重線よりも右列）の受給
対象者は，結果の公平性基準をもとに考えると，
2009年の要介護2を除き，何れの期間においても対
象者比率以上の介護給付を受給していることが分か
る．また，負担指標では40歳以上の第2号被保険者（縦
の二重線よりも左列）の被保険者は，機会の公平性
基準をもとに考えると，2009年の組合管掌健康保険
を除き対象者比率以下の負担しかしていないことが
分かる．一方，65歳以上の高齢者である第1号被保
険者（縦の二重線よりも右列）は，機会の公平性基

表２　介護保険制度における受益者と負担者の公平性指標（ジニ係数）の値
標指担負標指益受

2009年:0.343（図2）

2012年:0.363（図2）

2015年:0.372（図2）

出所：図2，図3のデータより作成

2009年:0.017（図3）

2012年:0.008（図3）

2015年:0.015（図3）
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準をもとに考えると，対象者比率以上の負担を担っ
ていることが分かる．以上のことから，2015年の保
険料改定†4）に見られるように，今後ますます老後
の生活に保険料負担が重くのしかかってくることは
想像に難くない．

　今後は，理論モデルをもとにより現実に沿った公
平性指標を開発すると共に，より複雑になった社会
保障制度において，重要な「公平性」の議論が進む
ようより分かりやすい資料提供を試みていきたい．

表３　 各指標のシェア率
＜受益指標＞

西暦（年） 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

12.4 13.4 17.5 17.5 14.7 12.9 11.5

1.9 3.9 11.4 17.2 22.1 22.5 21.1

13.6 13.6 18.6 17.6 13.2 12.3 10.9

1.9 3.9 12.5 17.9 20.2 22.0 21.6

14.3 13.8 19.7 17.4 13.1 12.0 9.7

1.9 3.7 13.8 18.3 20.6 22.0 19.7

上段は，要介護・要支援認定者比率（%）

下段は，介護給付費総額比率（%）

＜負担指標＞

西暦（年） 協会健保 組合健保 国保 第1号

20.0 16.1 21.7 42.3

19.6 16.1 20.7 43.6

20.0 16.1 20.7 43.2

19.4 15.8 20.6 44.2

20.7 16.0 17.1 46.1

20.0 15.6 17.0 47.5

上段は，加入者比率（%）

下段は，介護納付金総額比率（%）

なお，何れの指標も上下段で比較し，シェア率の多い方に網掛けをした．

出所：図2，図3をもとに作成

2015

2009

2012

2015

2009

2012

注
†1）�内訳は，年金給付費11兆6,853億円（前年度比+1.8%），医療給付費11兆6,079 億円（同 +0.9%），介護給付費3兆953

億円（同 +2.7%）などとなっている．
†2）�介護納付金の計算は前年度加入者数に対し，当該年度の5月〜翌年度4月までの金額を計上していることから当該

前年度末現在のデータで統一している．
†3）�介護給付費は，税金（50%）と保険料（50%）で支えられており，そのうち保険料は，22%（2.2兆円）を第1号被

保険者の保険料で，残りの28％（2.8兆円）を第2号被保険者の保険料で賄われている．その金額は，人口比に基
づき設定されている．

†4）�2015（平成27）年の保険料改定では，第1号被保険者の加入者数の増加に比べ，2012年〜2014年の月額の平均保険
料が2009年〜2011年のそれから大幅に引き上げ（全国平均で月額約800円と過去最大の引き上げ）がなされてい
る．具体的には，介護保険第1号被保険者の月額の保険料平均額は，2009年〜2011年が4,160円であったのに対し，
2012年〜2014年が4,972円と今までで最も高い812円の増加となっている19）． 
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Abstract

　The purpose of this paper is to analyze fairness in the nursing care insurance system using the nursing care cost 
concentration curve and Gini coefficient. For that purpose, in order to clarify evaluation criteria, it was divided into 
beneficiary index and burden index, and analyzed from each viewpoint on the fairness of the result and the fairness 
of the opportunity. As a result, about the fairness of the result based on the beneficiary index, the divergence 
from the 45-degree line is larger than the fairness of the opportunity based on the burden index. It is natural that 
disparities arise between the required support and the necessity of long-term care, considering that the long-term 
care insurance system is provided with long-term care services based on the certification results of long-term 
support and long-term care needs. On the other hand, about the fairness of the opportunity based on the burden 
index, the deviation from the 45 degree line is smaller than the fairness of the result based on the beneficiary 
index, and it is shown that the Gini coefficient is extremely close to zero. The amount of nursing care premiums 
is determined by dividing the amount necessary for payment by the number of insured persons, and it is inferred 
that that also affects the value. It concludes as mentioned above, but with the model of this paper, the factor of 
each income class was made into the state of being equalized in each data, and it will be a future subject. However, 
analysis of the Gini coefficient revealed that the beneficiary index and the burden index both gradually progressed 
in the degree of unfairness.
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